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学 位 論 文 の 要 旨

人間中心設計視点による企業ウェブサイ トのデザインマネジメン トの研究

本論文では,企 業ウェブサイ トのデザインマネジメン トの重要な要素を明らかにすること

を目的としている。企業ウェブサイ トの効率 ・効果的な開発 ・管理 ・運用とユーザにとつて

使 いやす く魅力のあ るサイ ト構築のために,事 例 を調査 し,人 間 中心設 計 (HCD:

HumarCentered Design)視点により整理 ・分析 し,考察 している.本論文は,第 1章の序論,

第 2章 から5章 までの本論,第 6章の結論から構成されている.

第 1章は,序 論として,研 究の背景,目 的,方 法,対 象, HCD視 点の整理 ・分析方法,分

析プロセス,本 論文の構成,関 連する研究と用語の定義の本研究の概要を述べている。一般

ユーザもビジネスユーザも購入検討時には企業ウェブサイ トの情報を参照 している.企 業ウ

ェブサイ トは,正 確な製品,技 術とサービス情報を分か りやすく伝える使命があり,ブ ラン

ド構築による,企 業イメージ向上の役割も担っている。本研究の目的は 「企業 ウェブサイ ト

の効率 ・効果的,開 発 ・管理 ・運用とユーザにとつて使いやすく魅力のあるサイ ト構築のた

めに,企 業ウェブサイ トを HCD視点により整理 ・分析 し,企 業ウェブサイ トのデザインマネ

ジメン トの重要な要素を明らかにすること」である。研究の対象は,2000年 頃からマーケテ

ィングに活用され始め,2001年～2011年の間で安定的運営がなされ,一 定水準の外部評価を

得ると共に調査資料が残つている点から,三菱電機オフィシャルサイ トを事例 とした.以降,

三菱電機オフィシャルサイ トを 「研究対象サイ ト」,三 菱電機を 「研究対象企業」,宣 伝部門



にある研究対象サイ トの開発 ・管理 ・運営部門を 「ウェブ専任組織」 と呼ぶ。研究方法は,

研究対象企業に残る資料類や外部評価資料等を基にした事例調査を実施 し,“HCD視 点
"に

よ

り整理 ・分析 した。
“
HCD視 点

ル
による整理 ・分析 とは,イ ンタラクティブシステムの HCDプ

ロセスである 4つ のプロセスに沿つた,① 利用状況の把握,② 要求事項の抽出,③ 解決策 と

④評価 ・成果,の 視点より整理 ・分析することである。分析プロセスは,第 2章 でデザイン

の変遷とその要因を,第 3章 でデザイン開発 と第 4章 で統合サイ トマネジメン トを分析し,

それらを基に第 5章 でデザインマネジメン トの考察を行つている。なお,企 業ウェブサイ ト

とは企業活動の一環として企業が管理運営するウェブサイ トのことであり,主 に企業情報と

事業情報から構成されている。企業の情報発信や,ユ ーザからの問い合わせを受けるウェブ

ページの集合体であり,デ ザインは, レイアウトやグラフィックスに留まらず,情 報構造と

ユーザビリティを含む広範に及ぶ総合的なデザインである。

第 2章 「企業ウェブサイ トの HCDとデザインの変遷」の目的は, 目的 1「企業ウェブサイ

トのデザインの変遷を整理 し記録に残すこと」と目的 2「社内・社外の環境の変化に応 じて,

企業ウェブデザインがいかに変遷 してきたかを分析すること」である。調査対象は,2001年

～2011年にかけて実施された6回のリニューアル と3件の大規模再構築の9つの事例とした。

調査結果として,ウ ェブサイ ト導入期 (1995年～2000年)の 課題から,「 全社インターネッ

ト戦略」が立てられ,新 設のウェブ専任組織 と各部門の役割が決められ, ウェブブランドカ

強化とウェブマーケティング機能提供を目的にリニューアルが開始されたことが分かつた.

結論は,企 業ウェブサイ トのデザインの変遷が, ウェブサイ トを確立させる 「ウェブブラン

ドカ向上」,こ れを基にした 「ウェブマーケティング機能提供」,コ ーポレー ト側の企業情報

と事業部門側の事業情報の双方を強化する 「企業 ・事業情報発進力強化」,そ れらを連携させ

て総合力を発揮する 「企業サイ ト・事業サイ ト連携」という変遷であり,メ ディアとして確

立され,企 業 ・事業情報発信と,安 全な管理下でのマーケティング活動ができるようになっ

たことが分かつた。社内外の環境変化への対応要因は,「法令 ・規格」には新技術の導入やマ

ネジメン トシステムによる運用で対応 し,「技術動向」にはユーザ利便性の向上やインフラ強

化 ・新デバイス ・新インタフェースに対応 し,「市場要求」にはサービスの充実やユーザ利便

性の向上および和j用環境や安全性へ対応 し,「社内要求」には組織力強化やマーケティング ・

運用効率化 ・企業価値向上と商談機会創出等に対応 してきたことが分かつた,

第 3章 「企業ウェブサイ トの HCDとデザイン開発」の目的は, 目的 1「企業ウェブサイ ト

のデザイン開発の調査 ・分析」と目的 2「企業ウェブサイ トのデザイン開発に必要なユーザ

体験モデルの考祭」である。調査対象は,事 例 1:企 業情報サイ ト構築 (2006～2007年度),

事例 2:企 業情報サイ ト再構築 (2010年度),事 例 3:事 業情報サイ ト再構築 (2007～2008年

度),事 例 4:BtoB系 サイ ト構築 (2010～2012年度)と した.調 査結果として,事 例 1,3か

らの 「役割」,「目的」,「目標」,「手段 ・施策」と 「評価」の 5段 階の構築プロセスが確認さ



れた。ギャレットの 5段 階モデルとの比較では,事 例に 「評価」部分が含まれることが分か

り,HCDプ ロセスや PDCAとの比較による考祭から 「評価」以降に 1プ ロセス加えたことが分

かつた。事例 2か ら,サ イ トの階層構造と役割,ペ ージのエ リアごとの役割 ・位置付けが明

らかにされた。また, ラベ リングの重要性に言及 し,メ ニュ表現に関しては基本方針が提示

された。事例 4は ,HCDプ ロセスに基づくステップによる開発が確認され,情 報配分の検討

からBtoB系ユーザ行動モデルを考察した。結論として,企業ウェブサイ ト開発プロセスは「戦

略 。企画」,「計画 ・設計」,「構築 ・制作」,「実施 ・運用」,「評価 ・検証」と 「改善 ・活性化」

の 6段 階であり,企 業ウェブサイ トに必要な情報は 「使命 ・目的」,「調査 ・検討」,「解決 ・

購入」,「使用 ・生産」,「保守 ・改善」と 「廃棄 ・再生」の 6つ のユーザ行動モデルに沿つた

情報の配分が重要であることが分かつた。

第4章 「企業ウェブサイトのHCDと統合サイトマネジメント」の目的は,「大規模で高度な

企業ウェブサイトのデザインを開発・管理・運営するために必要と考えられる『統合サイト

マネジメント』を考祭すること」である。調査結果から,研究対象サイトは次の5つの施策,

①人間中心設計プロセス (HCD:Human Centered Design),②情報セキュリティマネジメント

システム (IsMs:InfOrmation Security Management System),③プロジェクト管理支援組織

(PMO),④検索エンジンと到達ページの最適化(SEO/LPO)と⑤サービス品質保証制度 (SLA),

がマネジメントシステムとして導入されてきたことが分かつた.5つ の施策のすべてがPDCA

サ イ クル で あ り,規 格 で は な い PM O , S E O / L P O , S L Aもマ ネ ジ メ ン トシス テ ム と して活 用 で き る

ことが分かつた.「デザイン評価に関するアンケー ト調査」結果からは,デ ザインプロセスに

おける評価 と意思決定を分離することが定義できることが分かった。PDCAの C(Check)と

A(Act)は,デ ザインプロセスの評価と意思決定にあたる。PDCAの Cに おけるインプットとア

ウトプットが,デ ザイン評価の対象と評価結果にあたり,そ のアウトプットを基に Aが 検討

されることが分かった。デザインプロセスにおける評価の独立性は,Cの 位置付けの裏付け

となり,ア ンケー ト結果から Cの 独自性と重要性が分か り,Aと の関係が明らかになつた.

結論として,「HCD」,「ISMS」,「PMO」,「SEO/LPO」と 「SLA」がマネジメン トシステムとして導

入され,企 業ウェブサイ ト開発プロセス 「戦略 ・企画」,「計画 ・設計」,「構築 ・制作」,「実

施 ・運用」,「評価 ・検証」と 「改善 ・活性化」でHCD同様に PDCAサイクルが回されている.

第 5章 「企業ウェブサイ トの HCDとデザインマネジメン ト」の目的は,本 研究の目的の結

論を導き出すことである.結 論として第 2,3,4章 の調査結果を整理 し,製 品のデザインマ

ネジメン トの先行研究例を調査 し,こ れらを基に,企 業 ウェブサイ トのデザインマネジメン

トに必要な要素を考祭 した。

第 6章 では 「結論」をまとめている。本研究の目的は 「企業ウェブサイ トの効率 ・効果的,

開発 ・管理 ・運用とユーザにとって使いやすく魅力のあるサイ ト構築のために,企 業ウェブ



サイ トを HCD視 点により整理 ・分析 し,企 業ウェブサイ トのデザインマネジメン トの重要な

要素を明らかにすること」である。この目的に対 して,研 究対象企業の事例を通 して分析 し

た結論は以下の内容である。第 2章 では,事 例を HCD視 点で分析することにより,企 業ウェ

ブサイ トのデザインマネジメン トは 「法令 ・規格」,「技術動向」,「市場要求」と 「社内要求」

の 4つ の環境変化に対応する必要があることが分かつた。第 3章 では,事 例を HCD視点で分

析することにより,企 業 ウェブサイ トのデザインマネジメン トの中のデザインプロセスには

「戦略 ・企画」,「計画 ・設計」,「構築 ・制作」,「実施 ・運用」,「評価 ・検証」と 「改善 ・活

性化」の 6つ のプロセスが必要であることが分かつた。また,デ ザインマネジメントの中で

企業ウェブサイ トに必要な情報は 「使命 。目的」,「調査 ・検討」,「解決 ・購入」,「使用 ・生

産」,「保守 ・改善」と 「廃棄 ・再生」の 6つ のユーザ行動モデルに沿つた情報を配分するこ

とが重要であることが分かつた。第 4章 では,事 例をHCD視点で分析することにより,企 業

ウェブサイ トのデザインマネジメン トには,「HCD」,「ISMS」,「PMo」,「SEO/LPO」と 「SLA」の

5つ のマネジメン トシステムの PDCAサイクルを回すことにより常に改善することが重要であ

ることが分かった。

本研究の調査 ・分析では,す べての事例の調査結果の整理 ・分析に,HCD視 点による,HCD

プロセスに準 じた整理 ・分析を行つた。これにより企業 ウェブサイ ト開発プロセスの明確化

及び再定義及び BtoB系 ユーザ行動モデルの定義に基づ く情報配分が重要であることが分か

った。また,企 業ウェブサイ トの統合的サイ トマネジメン トに重要なマネジメン トシステム

の PDCAの定義化 ・標準化ができ,PDCAの Cの位置付けの明確化とCへ のインプットとアウ

トプットの明確化ができた。以上から,企 業ウェブサイ トのデザインマネジメントには 「環

境変化への対応」,「開発プロセス」,「ューザ行動に基づく情報」と 「マネジメン トシステム

におけるPDCAサイクルの活用」が重要であることが分かつた.

審 査 結 果 の 要 旨

本研究の目的は 「企業 ウェブサイ トの効率 ・効果的な開発 ・管理 ・運用とユーザ

にとつて使いやす く魅力のあるサイ ト構築のために,企 業 ウェブサイ トをHCD視

点により整理 ・分析 し,企 業ウェブサイ トのデザインマネジメン トの重要な要素を

明らかにすること」 としている。

第 1章 「序論」では、研究の背景,目 的,研 究方法や分析プロセス,本 論文の構

成等,本 研究の概要を述べている。調査方法は,研 究対象企業に残る資料類,外 部

評価資料等を基に した事例調査 としている。
“
HCD視 点

"に
よる整理 ・分析とは,

イ ンタラクテ ィブ システ ムの人間 中心設計プ ロセ スで あ る HCD(Human

Centered Design)の4つ のプロセスに沿つた,① 利用状況の把握,② 要求事項の



抽出,③ 解決策,④ 評価 ・成果,の 視点より整理 ・分析することとしている。

第 2章 「企業ウェブサイ トの HCDと デザインの変遷」の 目的は,「企業ウェブ

デザインの変遷を整理 し記録に残すこと」と 「社内 ・社外の環境の変化に応 じて,

企業ウェブデザインが いかに変遷 してきたかを分析すること」である。2001年～

2011年 にかけて研究対象サイ トで実施 された リニューアル と大規模再構築の 9つ

の事例の調査 ・分析を実施 している。結論は,企 業ウェブサイ トのデザインの変遷

が,ウ ェブサイ トを確立させる 「ウェブブラン ドカ向上」,こ れを元にした 「ウェ

ブマーケティング機能提供」,コ ーポレー ト側 と事業部門側の双方を強化する 「企

業 ・事業情報発進力強化」,そ れ らを連携させて総合力を発揮する 「企業サイ ト・

事業サイ ト連携」であ り,企 業 ウェブサイ トのデザインマネジメン トは 「法令 ・規

格」「技術動向」「市場要求」「社内要求」の 4つ の環境変化に対応する必要がある

ことを示 している。

第 3章 「企業ウェブサイ トの HCDと デザイン開発」の目的は,「企業ウェブサ

イ トのデザイン開発の調査 ・分析」と 「企業ウェブサイ トのデザイン開発に必要な

ユーザ体験モデルの考察」である。これに対 し,企 業情報サイ ト構築 (2006～2007

年度),企 業情報サイ ト再構築 (2010年度),事 業情報サイ ト再構築 (2007～2008

年度),BtoB系 サイ ト構築の事例 (2010～2012年度)の 4つ の事例の調査 ・分析

を実施 している。

結論は,企 業ウェブサイ トのデザインマネジメン トには 「戦略 ・企画」「計画 ・設

計」「構築 ・制作」「実施 ・運用」「評価 ・検証」「改善 ・活性化」の 6つ のプ由セス

が必要であることを示 している。また,企 業ウェブサイ トに必要な情報は 「使命 ・

目白勺」「調査 ・検討」「解決 ・購入」「使用 ・生産」「保守 ・改善」「廃棄 ・再生」の

6つ のユーザ行動モデルに沿つた情報の配分が重要であることを示 している。

第 4章 「企業ウェブサイ トの HCDと 統合サイ トマネジメン ト」の目的は,大 規

模で高度な企業ウェブサイ トのデザインを開発 ・管理 ・運営するために必要と考え

られる 「統合サイ トマネジメン ト」を考察することである。研究対象サイ トに導入

された人間中心設計プロセス (HCD:Human Centered Design),情 報セキュリテ

ィマネジメン トシステム (ISMs:InfOrmation Security Management System),

プ ロジェク ト管理 支援組織 (PMO),検 索エ ンジン と到 達ペ ー ジの最適化

(SEO/LPO),サ ー ビス品質保証制度 (SLA)の 調査 ・分析を実施 している。結論

として,企 業ウェブサイ トのデザインマネジメン トには,「HCD」 「ISMS」 「PMO」

「SEO/LPO」 「SIA」 の 5つ のマネジメン トシステムの PDCAサ イクルを回すこ

とにより常に改善することが重要であり,「戦略 ・企画」,「計画 ・設計」,「構築 ・

制作」,「実施 ・運用」,「評価 ・検証」,「改善 ・活性化」の構築プロセスで使われて

いることを示 した。

第 5章 「企業ウェブサイ トの HCDと デザインマネジメン ト」の目的は本研究の

目的への結論を導きだすことである 。 これまでの事例を通 した各章の調査 ・分析

の結論の整理を実施 している。

第 6章 「結論」では、企業 ウェブサイ トのデザインマネジメン トの目的は効率 ・

効果的な開発 ・管理 ・運用 とユーザにとって使いやす く魅力のあるサイ ト構築であ



るとしている。本研究の調査 ・分析では,す べての事例の調査結果の整理 ・分析に,

HCD視 点による,HCDプ ロセスに準 じた整理 ・分析を実施 している。これにより

企業ウェブサイ ト開発プロセスの明確化及び再定義及び BtoB系 ユーザ行動モデル

の定義に基づく情報配分が重要であることが示された。また,企 業ウェブサイ トの

統合的サイ トマネジメン トに重要なマネジメン トシステムの PDCAの 定義化 ・標

準化ができ,PDCAの Cの 位置付けの明確化 とCの インプッ トとアウトプットを

明確化 している。以上から,企 業ウェブサイ トのデザインマネジメン トには 「環境

変化への対応」,「開発プロセス」,「ューザ行動に基づ く情報」,「マネジメン トシス

テムの PDCAを 回すこと」カミ重要であることを示 した。

本論文は企業ウェブサイ トのデザインマネジメン トについて,研 究したもので

あり,人 間中心設計の視点より分析することにより、企業 ウェブサイ トのデザイン

マネジメン トにおける重要な要素についての貴重な知見を得たものとして価値あ

る集積であると認める。従って,学 位申請者の安齋利典は,博 士 (工学)の 学位を

得る資格があると認める。

以上


